弁護士法人

任意清算公告

　当法人は、令和●●●年●●月●●●日をもって解散し、弁護士法第三十条の三十第二項において準用する会社法第六六八条第一項の規定に基づき総社員の同意により定めた財産の処分の方法に従い清算をいたしますので、この清算の方法に異議のある債権者は、本公告掲載の翌日から一箇月以内にお申し出下さい。

　令和●●●年●●月●●●日

　　東京都港区虎ノ門●丁目●番●号

　　　　　　　　　弁護士法人日本官報事務所

　　　　　　　　　　　代表社員　日本　太郎

司法書士法人

任意清算公告

　当法人は、令和●●●年●●月●●●日をもって解散し、司法書士法第四十六条第三項において準用する会社法第六六八条第一項の規定に基づき総社員の同意により定めた財産の処分の方法に従い清算をいたしますので、この清算の方法に異議のある債権者は、本公告掲載の翌日から一箇月以内にお申し出下さい。

　令和●●●年●●月●●●日

　　東京都港区虎ノ門●丁目●番●号

　　　　　　　　司法書士法人日本官報事務所

　　　　　　　　　　　代表社員　日本　太郎

税理士法人

任意清算公告

　当法人は、令和●●●年●●月●●●日をもって解散し、税理士法第四十八条の二十一第二項において準用する会社法第六六八条第一項の規定に基づき総社員の同意により定めた財産の処分の方法に従い清算をいたしますので、この清算の方法に異議のある債権者は、本公告掲載の翌日から一箇月以内にお申し出下さい。

　令和●●●年●●月●●●日

　　東京都港区虎ノ門●丁目●番●号

　　　　　　　　　税理士法人日本官報事務所

　　　　　　　　　　　代表社員　日本　太郎

社会保険労務士法人
任意清算公告

　当法人は、令和●●●年●●月●●●日をもって解散し、社会保険労務士法第二十五条の二十五第二項において準用する会社法第六六八条第一項の規定に基づき総社員の同意により定めた財産の処分の方法に従い清算をいたしますので、この清算の方法に異議のある債権者は、本公告掲載の翌日から一箇月以内にお申し出下さい。

　令和●●●年●●月●●●日

　　東京都港区虎ノ門●丁目●番●号

　　　　　社会保険労務士法人日本官報事務所

　　　　　　　　　　　代表社員　日本　太郎

行政書士法人

任意清算公告

　当法人は、令和●●●年●●月●●●日をもって解散し、行政書士法第十三条の二十一第二項において準用する会社法第六六八条第一項の規定に基づき総社員の同意により定めた財産の処分の方法に従い清算をいたしますので、この清算の方法に異議のある債権者は、本公告掲載の翌日から一箇月以内にお申し出下さい。

　令和●●●年●●月●●●日

　　東京都港区虎ノ門●丁目●番●号

　　　　　　　　行政書士法人日本官報事務所

　　　　　　　　　　　代表社員　日本　太郎

土地家屋調査士法人
任意清算公告

　当法人は、令和●●●年●●月●●●日をもって解散し、土地家屋調査士法第四十一条第三項において準用する会社法第六六八条第一項の規定に基づき総社員の同意により定めた財産の処分の方法に従い清算をいたしますので、この清算の方法に異議のある債権者は、本公告掲載の翌日から一箇月以内にお申し出下さい。

　令和●●●年●●月●●●日

　　東京都港区虎ノ門●丁目●番●号

　　　　　土地家屋調査士法人日本官報事務所

　　　　　　　　　　　代表社員　日本　太郎

特許業務法人
任意清算公告

　当法人は、令和●●●年●●月●●●日をもって解散し、弁理士法第五十五条第二項において準用する会社法第六六八条第一項の規定に基づき総社員の同意により定めた財産の処分の方法に従い清算をいたしますので、この清算の方法に異議のある債権者は、本公告掲載の翌日から一箇月以内にお申し出下さい。

　令和●●●年●●月●●●日

　　東京都港区虎ノ門●丁目●番●号

　　　　　　　　特許業務法人日本官報事務所

　　　　　　　　　　　代表社員　日本　太郎
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